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本稿は、公開時点までに入手した情報をもとに執筆したものであり、また具体的な案件についての法的助言

を行うものではないことに留意してください。本ニューズレター中意見にわたる部分は、執筆担当者個人の見

解を示すにとどまり、当事務所の見解ではありません。 

 

1. はじめに（複雑かつ数多ある環境・廃棄物法規制） 

 

近時、各企業において、SDGs（サステナビリティのための目標）や ESG への取り組みが欠かせないものと

なっていますが、法令・条例としても、脱炭素社会（カーボンニュートラル）社会の実現に向けた規制、その

他環境有害物質・廃棄物・温室ガス等についての様々な法令・条例等が次々と制定・大幅改正されています。 

法令上規制される廃棄物や環境汚染物質は多様であり、また、環境関連法令だけでも 40を超える法令が存

在するほか、各自治体（都道府県のみならず市区町村も）の条例・指導要綱等による別途の規制が存在し、そ

れぞれに規則・通知・ガイドライン等も数多く存在するなど、理解しなければならない規制の内容（許認可・

登録・届出、定期報告義務等）も多く、その範囲が極めて広範でありかつ複雑です。これらの内容を網羅的に

把握すること、頻繁に行われる改正に適時に対応することは極めて困難です。しかしながら、かかる規制を見

逃せば、行政処分や罰則を受けるリスクもあります。 

数多ある環境・廃棄物法規制の項目については、下記を参照してください。 

⚫ 「環境リスクと企業のサステナビリティ（SDGs・ESG）」（牛島総合法律事務所 特集記事・

2022年 3月 29 日） 

⚫ 「Environmental risks and corporate sustainability (SDGs and ESG)」（Ushijima & Partners 

Special Topics・2022年 3 月 29日） 

⚫ 「新規ビジネスの可能性を拡げる行政・自治体対応 ～事業上生じる廃棄物の他ビジネス転

用・再利用を例に～」（牛島総合法律事務所 特集記事・2023年 1月 25日） 

⚫ 「Responding to national and local governments to expand the possibilities of new businesses 

– Diversion and reuse of waste generated in business activities」（Ushijima & Partners Special 

Topics・2023年 1月 25日） 

 

https://www.ushijima-law.gr.jp/topics/%e7%92%b0%e5%a2%83%e3%83%aa%e3%82%b9%e3%82%af%e3%81%a8%e4%bc%81%e6%a5%ad%e3%81%ae%e3%82%b5%e3%82%b9%e3%83%86%e3%83%8a%e3%83%93%e3%83%aa%e3%83%86%e3%82%a3%ef%bc%88sdgs%e3%83%bbesg%ef%bc%89/
https://www.ushijima-law.gr.jp/en/topics/environmental-risks-and-corporate-sustainability-sdgs-and-esg/
https://www.ushijima-law.gr.jp/topics/public_administration/
https://www.ushijima-law.gr.jp/topics/public_administration/
https://www.ushijima-law.gr.jp/en/topics/responding-to-national-and-local-governments-to-expand-the-possibilities-of-new-businesses-diversion-and-reuse-of-waste-generated-in-business-activities/
https://www.ushijima-law.gr.jp/en/topics/responding-to-national-and-local-governments-to-expand-the-possibilities-of-new-businesses-diversion-and-reuse-of-waste-generated-in-business-activities/
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以下、そのいくつかの概要のみを取りあげます。もっとも、これ以外にも数多くの規制があり、各紹介する

法令における規制内容についてもそのごく一部であることには注意してください。詳細については、各リンク

も参照してください。 

 

2. 各規制についてビジネス上の盲点となり得るポイント 概要 

 

(1) 省エネ法（エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律） 

エネルギー使用量が 1500kL/年以上の特定事業者は、エネルギー使用状況届出書を提出した上で、毎年、エ

ネルギー使用量・温室効果ガス排出量等、中長期計画（削減目標等）を報告する必要があります。2023年に改

正法が施行され、対象エネルギーが非化石エネルギーにも拡大されました。また、上記基準を超える工場も別

途報告の対象となります。報告違反に関する罰則があります。 

なお、特定事業者に限らず、全事業者の取り組むべき事項・目標として、省エネのための管理標準の設定、

省エネ措置の実施、中長期的な年平均 1％以上のエネルギー消費原単位等の低減が求められます。 

⚫ 「2023年 4月施行改正省エネ法において留意すべき定期報告制度」（牛島総合法律事務所 

Client Alert 2022 年 6月 17 日号） 

⚫ 「東京都条例その他の脱炭素・温暖化対策条例における排出量削減義務と報告制度」

（BUSINESS LAWYERS・2022年 7月 5日） 

⚫ 「事業会社の盲点になりやすい環境有害物質・廃棄物・温室ガス等の規制（個別規制編）」個別

規制【①】（Business & Law） 

 

(2) 温暖化対策推進法 

CO2などの温室効果ガスを対象として、エネルギー起源 CO2はエネルギー使用量 1500kL/年以上、非エネ

ルギー起源 CO2は 3,000t 以上（かつ常勤従業員 21 名以上）の事業者は、毎年、温室効果ガス排出量を報告す

る必要があります。上記基準を超える工場も別途報告の対象となります。報告違反に関する罰則があります。 

⚫ 「東京都条例その他の脱炭素・温暖化対策条例における排出量削減義務と報告制度」

（BUSINESS LAWYERS・2022年 7月 5日） 

⚫ 「事業会社の盲点になりやすい環境有害物質・廃棄物・温室ガス等の規制（個別規制編）」個別

規制【④】（Business & Law） 

 

(3) 廃掃法（廃棄物の処理及び清掃に関する法律） 

事業者には、産業廃棄物の適正処理（不法投棄の禁止）、適正委託（マニュフェスト、処理の確認等）が求

められます。違反に関する罰則があります。 

さらに、産業廃棄物を 1,000t以上/年発生させた事業場設置事業者等（多量排出事業者）には、産業廃棄物

処理計画・処理計画の実施状況報告、産業廃棄物管理票交付等状況の報告が求められます。報告違反に関する

罰則があります。 

⚫ 「不動産取引・M&Aをめぐる環境汚染・廃棄物リスクと法務」（清文社、2021 年 7月） 

⚫ 「廃棄物のリサイクルを目的とする処理（廃棄物処理）の実務的な留意点」（牛島総合法律事務

所 ニューズレター・2020年 6月 5日） 

⚫ 【連載】近時の不祥事ケースと危機管理・リスク予防：「産業廃棄物の不法投棄事案から考え

る、不正の早期発見と調査のポイント」（BUSINESS LAWYERS・2019年 2 月 22日）、「産業

廃棄物の不法投棄事案から考える、不正発覚後の対応・再発防止策策定のポイント」

（BUSINESS LAWYERS・2019年 3月 1日） 

⚫ 「建設廃棄物処理およびリサイクルの法規制と実務上の留意点（前編）」（BUSINESS 

LAWYERS・2020年 11月 2日）、「建設廃棄物処理およびリサイクルの法規制と実務上の留意

点（後編）」（BUSINESS LAWYERS・2020年 11月 9日） 

⚫ 「バイオマス発電燃料の廃棄物該当性判断（令和 3 年環境省判断事例集を踏まえて）」

（BUSINESS LAWYERS・2023年 1月 6日） 

https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/client-alert-2022%e5%b9%b46%e6%9c%8814%e6%97%a5%e5%8f%b7/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/client-alert-2022%e5%b9%b46%e6%9c%8814%e6%97%a5%e5%8f%b7/
https://www.businesslawyers.jp/practices/1449
https://businessandlaw.jp/seminar/k168443078sa/
https://www.businesslawyers.jp/practices/1449
https://businessandlaw.jp/seminar/k168443078sa/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20200605/
https://business.bengo4.com/articles/502
https://business.bengo4.com/articles/502
https://business.bengo4.com/articles/503
https://business.bengo4.com/articles/503
https://www.businesslawyers.jp/articles/841
https://www.businesslawyers.jp/articles/842
https://www.businesslawyers.jp/articles/842
https://www.businesslawyers.jp/practices/1461
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⚫ 「新規ビジネスの可能性を拡げる行政・自治体対応 ～事業上生じる廃棄物の他ビジネス転

用・再利用を例に～」（牛島総合法律事務所 特集記事・2023年 1月 25日） 

⚫ 「バイオマス発電燃料等に関する廃棄物該当性の判断（令和 3年度環境省事例集）」（牛島総合

法律事務所 Client Alert 2022年 12月 16日号） 

⚫ 「事業会社の盲点になりやすい環境有害物質・廃棄物・温室ガス等の規制（個別規制編）」個別

規制【②】（Business & Law） 

 

(4) PCB廃棄物特措法（ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法） 

事業者は、一定の期限までに PCB 廃棄物の処理を委託する必要があります。また第三者への保管委託は禁

止されています。2022年 5月に「ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理基本計画」が改定されたことにより、地域に

よって差はあるものの、高濃度 PCB廃棄物は 2026 年 3月末までの間に、低濃度 PCB 廃棄物は 2027年 3月末

までの間に、適切に処理を実施する必要があります。 

その他、PCB廃棄物の保管届出、譲渡禁止等の規制があります。届出違反に関する罰則があります。 

⚫ 「不動産取引・M&Aをめぐる環境汚染・廃棄物リスクと法務」（清文社、2021 年 7月） 

⚫ 「PCB廃棄物（ポリ塩化ビフェニル廃棄物）処理の実務上の留意点（2022年改正対応）」（牛

島総合法律事務所 ニューズレター・2022年 8月 9 日） 

⚫ 「2022年改正 PCB廃棄物（ポリ塩化ビフェニル廃棄物）の処分期限の留意点」（牛島総合法

律事務所 Client Alert 2022 年 8月 31日号） 

⚫ 「所有地に PCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物がある場合にとるべき対応（2022年改正対

応）」（BUSINESS LAWYERS・2022 年 8月 31 日） 

⚫ 「事業者の盲点となりやすい化学物質の製造・輸入・保管等の規制のポイント（PCB、トリク

ロロエチレン等の主要規制を例に）」（BUSINESS LAWYERS・2022年 10月 26日） 

⚫ 「事業会社の盲点になりやすい環境有害物質・廃棄物・温室ガス等の規制（個別規制編）」個別

規制【③】（Business & Law） 

 

(5) 化管法（特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律：PRTR 法） 

政令指定の 24業種の対象事業者（かつ常勤従業員が 21人以上）が、いずれかの第一種指定化学物質（現在

515物質が指定）の年間取扱量が 1t 以上となる（または法令で定める特別要件施設を設置している）場合に

は、排出量・移動量を個別事業所ごとに届出が必要となります。届出違反に関する罰則があります。 

⚫ 「事業者の盲点となりやすい化学物質の製造・輸入・保管等の規制のポイント（PCB、トリク

ロロエチレン等の主要規制を例に）」（BUSINESS LAWYERS・2022年 10月 26日） 

⚫ 「事業会社の盲点になりやすい環境有害物質・廃棄物・温室ガス等の規制（個別規制編）」個別

規制【⑤】（Business & Law） 

 

(6) 化審法（化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律） 

多様な化学物質を対象とし、第一種特定化学物質は PCB（ポリ塩化ビフェニル）など 34 物質、第二種特定

化学物質はトリクロロエチレンなど 23物質、一般化学物質はおよそ 2 万 8000 物質が指定されています。 

物質ごとに規制内容が定められており、たとえば、第二種特定化学物質の製造・輸入者等は、毎年、製造・

輸入予定数量／実績数量等について届出を行う必要があります。年間 1t 以上の一般化学物質を製造・輸入した

者は、毎年度、製造・輸入数量や具体的用途等の届出を行う必要があります。届出違反に関する罰則がありま

す。 

⚫ 猿倉健司「事業者の盲点となりやすい化学物質の製造・輸入・保管等の規制のポイント

（PCB、トリクロロエチレン等の主要規制を例に）」（BUSINESS LAWYERS・2022年 10月

26日） 

 

(7) 土壌汚染対策法 

規制対象となる特定有害物質は、現在 26種類です。①水質汚濁防止法上の特定施設を廃止する場合、②

https://www.ushijima-law.gr.jp/topics/public_administration/
https://www.ushijima-law.gr.jp/topics/public_administration/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20221216/
https://businessandlaw.jp/seminar/k168443078sa/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20200618/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/20200618/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/client-alert_20220831/
https://www.ushijima-law.gr.jp/client-alert_seminar/client-alert/client-alert_20220831/
https://www.businesslawyers.jp/practices/482
https://www.businesslawyers.jp/practices/482
https://www.businesslawyers.jp/practices/1459
https://www.businesslawyers.jp/practices/1459
https://businessandlaw.jp/seminar/k168443078sa/
https://www.businesslawyers.jp/practices/1459
https://www.businesslawyers.jp/practices/1459
https://businessandlaw.jp/seminar/k168443078sa/
https://www.businesslawyers.jp/practices/1459
https://www.businesslawyers.jp/practices/1459
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3,000 ㎡以上（一定の場合には 900 ㎡以上）の土地の形質変更を行った者による事前届出の結果、知事が土壌

汚染のおそれありと認定した場合、その他、③知事が土壌汚染により人の健康被害が生ずるおそれありと認定

した場合に、土地の所有者、管理者又は占有者に、土壌汚染の調査・報告義務が課されます。 

2019 年の改正土対法の施行により、報告・調査が求められる要件について改正がなさ、届出・調査報告義

務の対象地が 2倍に増加するとも言われています。 

⚫ 「不動産取引・M&Aをめぐる環境汚染・廃棄物リスクと法務」（清文社、2021 年 7月） 

⚫ 「土壌汚染の報告・調査義務が生じる場合と義務を負う者 – 2019年改正土壌汚染対策法対

応」（BUSINESS LAWYERS・2020年 8月 21 日） 

⚫ 【連載】近時の不祥事ケースと危機管理・リスク予防：「土壌汚染に関連する不祥事事案から考

える、不正の早期発見と調査のポイント」（BUSINESS LAWYERS・2019年 4 月 24日）、「土

壌汚染に関連する不祥事事案から考える、不正発覚後の対応・再発防止策策定のポイント」

（BUSINESS LAWYERS・2019年 4月 26 日） 

⚫ 「事業会社の盲点になりやすい環境有害物質・廃棄物・温室ガス等の規制（個別規制編）」個別

規制【⑥】（Business & Law） 

 

(8) アスベスト法規制（大気汚染防止法、石綿障害予防規則等） 

2023 年までに順次施行されている改正大気汚染防止法により、原則として全ての建物について解体・改修

の前に業者が石綿の有無を調査し報告するが必要となりました。また、規制対象が全ての石綿含有建材に拡大

されています。報道では、かかる法改正によって飛散防止策が必要な解体・改修工事は現在の 20 倍に増える見

込みであることも指摘されています。 

⚫ 「不動産取引・M&Aをめぐる環境汚染・廃棄物リスクと法務」（清文社、2021 年 7月） 

⚫ 「アスベスト・石綿による規制と土壌汚染の法的責任（2020年法改正対応）」（牛島総合法律事

務所 ニューズレター・2020年 6月 29日） 

⚫ 「所有地から発見された石綿（アスベスト）に関する法令上の規制」（共著、BUSINESS 

LAWYERS・2017年 4 月 26日） 

⚫ 「事業会社の盲点になりやすい環境有害物質・廃棄物・温室ガス等の規制（個別規制編）」個別

規制【⑦】（Business & Law） 

 

(9) プラスチック資源循環促進法 

消費者に無償提供されるプラスチック使用製品として指定されている「特定プラスチック使用製品」につい

て、提供事業者及び排出事業者が取り組むべき判断基準が策定されています。 

提供事業者は、設定した使用合理化の目標、特定プラスチック使用製品の提供量、使用の合理化のために実

施した取組みおよびその効果について公表するように努めることが要請されています 。また多量排出事業者

は、毎年度、プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出量、排出抑制目標の達成状況に関する情報を公表する

よう努めることが要請されています。 

⚫ 「プラスチック資源循環促進法（2022年 4月施行）において排出事業者の盲点となる実務的

措置」（BUSINESS LAWYERS・2022年 6月 28日） 

⚫ 「2022年プラスチック資源循環促進法の制定と事業者・企業に求められる責任・義務」（牛島

総合法律事務所 ニューズレター・2022年 2月 8 日） 

 

3. 別途条例の規制が問題となるケース 

 

上記各法令のほか、さらに自治体ごとに条例・規則・指導要綱などが存在します。条例では、法令よりも厳

しい基準や要件が設定されているケースや、規制対象・対象物質がより広範に設定されているケース、追加で

行うべき手続が設定されているケースが数多く存在します。 

条例管理の難しさは、都道府県だけでなく市区町村でも独自に条例（基準）が定められており、施行規則や

指導要綱等まで網羅しなければならないという点にあります。国の法令と条例とで異なる規制基準があるケー

https://www.businesslawyers.jp/articles/814
https://www.businesslawyers.jp/articles/814
https://business.bengo4.com/articles/528
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ス、国の法令にはない義務が条例に存在するケースなどでは、これらの見落としや理解が不十分であることに

よる規制違反を招くケースが多々あります。 

しかも、これらの規制内容は日々改正されていくことから、適時適切なアップデートがなされないと、少し

前までは適法であった行為であっても、ある時点を境に、知らないままに法令違反を犯してしまっているとい

うことも少なくありません。 

⚫ 「条例改正対応におけるリスクや留意点と、条例管理をサポートする『条例アラート』」

（BUSINESS LAWYERS・2022年 7月 14 日）） 

⚫ 「事業会社の盲点になりやすい環境有害物質・廃棄物・温室ガス等の規制 （導入編）」

（Business & Law） 

 

4. 行政対応・自治体対応の問題点 

 

法令・条例や具体的な指針・ガイドライン・指導要綱その他が存在するものの、必ずしも明確な基準・解釈

が設定されているわけではありません。 

特に、環境行政においては、自治体の裁量に委ねられている面があり、ある自治体や官庁から問題ない旨の

見解が提示されたにもかかわらず、他の官庁等から当該見解に従った処理が違法であると判断されるといった

ケースもあります 。そのため、専門家のアドバイスを踏まえて適切に対応する必要があります。 

⚫ 「環境有害物質・廃棄物の処理について自治体・官庁等に対する照会の注意点」（BUSINESS 

LAWYERS・2020年 5 月 22日） 

⚫ 「新規ビジネスの可能性を拡げる行政・自治体対応 ～事業上生じる廃棄物の他ビジネス転

用・再利用を例に～」（牛島総合法律事務所 特集記事・2023年 1月 25日） 

 

以 上 

 

ニューズレターの配信登録はこちらです。 

バックナンバーはこちらでご覧いただけます。  牛島総合法律事務所 
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